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中小・小規模企業の現状

企業数 従業者総数

全国
割合

熊本県
割合

全事
業者

3,589,333 47,877

大企
業

11,157 0.31% 62 0.13%

中小
企業

3,578,176 99.69% 47,815 99.87%

小規
模

3,048,390 84.93% 40,955 85.54%

全国
割合

熊本県
割合

全事
業者

46,789,995 410,298

大企
業

14,588,963 31.18% 40,190 9.80%

中小
企業

32,201,032 68.82% 370,108 90.20%

小規
模

10,437,271 22.31% 141,948 34.60%

出典：2016年経済センサス
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中小・小規模企業支援の法体系・条例

 小規模企業の意義として、「地域
経済」の安定と経済社会の発展に
寄与を規定

 小規模企業振興に関する基本方
針を新設

 小規模企業振興に関する施策実
施に当たり講ずる措置を新設

中小企業基本法

平成２５年法改正

小規模基本法
（平成２６年制定）

中小企業振興基本条例

 小規模企業の事業の持続的発展
を図ることを位置づけ

 小規模企業を中心に据えた新たな
施策体系の構築

平成２６年条例改正

国 県
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 中小企業の振興を県政の重要課
題と位置づけ県としての基本方
針等を規定



小規模企業を中心とした支援体系

県

商
工
会
・商
工
会
議
所

支援ツール

小
規
模
事
業
者

人件費等
補助 伴走型支援

【融資】
◇県の制度融資
◇政府系金融機関（日本公庫、商工中金）の融資

【補助金】
◇小規模事業者持続化補助金
◇ものづくり・商業・サービス補助金
◇サービス等生産性向上ＩＴ導入支援補助金 など

【専門家派遣】
◇被災事業者経営支援事業
◇エクスパートバンク制度 など
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熊本地震による被災企業への支援

グループ補助金(1/29現在)
〇交付決定 4,860件、1,344.2億円
〇支払済み 3,731件、 710.7億円

県の制度融資（地震関連融資）
〇平成28年度 7,477件、1,059.1億円
〇平成29年度 687件、 79.8億円
〇平成30年度 214件、 39.1億円

専門家派遣（被災事業者経営支援事業）
〇平成29年度 505事業者、716回
〇平成30年度 297事業者、418回

※平成30年度は12月末現在

これまでの支援 課題

 売上げが地震前の水準に戻ってい
ない被災企業が４割近い

 人材確保の他、販路の確保・開拓や
資金繰りが課題との認識

 元金の本格償還の開始
 復興需要の落ち着き

今後の支援

 販路の確保・開拓支援の強化

 資金繰りを支援する融資制度

 支援体制の強化
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事業承継が必要な現況

（１）事業所数 （２）従業員数
熊本県は、2012年からの減少率が全国最大 熊本県は、2012年からの減少率が全国３番目

2012年 2016年 増減率(%) 2012年 2016年 増減率(%)

全国 5,768,489 5,622,238 ▲ 2.5 全国 55,837,252 57,439,652 2.9

熊本県 79,219 74,529 ▲ 5.9 熊本県 701,614 695,617 ▲ 0.9

福岡県 224,833 225,455 0.3 福岡県 2,174,722 2,260,439 3.9

佐賀県 39,101 38,429 ▲ 1.7 佐賀県 349,694 358,853 2.6

長崎県 65,467 63,554 ▲ 2.9 長崎県 551,755 541,078 ▲ 1.9

大分県 56,303 54,775 ▲ 2.7 大分県 485,108 485,987 0.2

宮崎県 54,955 52,928 ▲ 3.7 宮崎県 450,481 451,492 0.2

鹿児島県 80,279 77,663 ▲ 3.3 鹿児島県 674,469 673,662 ▲ 0.1
沖縄県 67,284 68,119 1.2 沖縄県 514,802 557,911 8.4

（2016経済センサス活動調査） （2016経済センサス活動調査）

（３）経営者の平均年齢
　　　熊本県は、平均年齢が全国平均と同水準で全国２９位だが、
　　　　　　　　　　　1990年からの上昇スピードが全国８番目

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2016年 対90年

全国 54.0 55.4 56.6 57.7 58.4 59.3 + 5.3

熊本県 52.7 54.1 55.4 57.0 57.9 59.3 + 6.6

福岡県 53.5 54.8 56.1 57.1 57.5 58.7 + 5.2

佐賀県 54.6 55.4 55.9 57.0 58.2 59.7 + 5.1

長崎県 54.0 55.1 56.2 57.7 58.8 60.3 + 6.3

大分県 53.7 54.7 55.8 57.2 58.0 59.0 + 5.3

宮崎県 53.0 54.6 55.7 57.2 58.0 59.1 + 6.1

鹿児島県 53.6 55.2 55.8 57.3 58.4 59.8 + 6.2

沖縄県 51.5 52.9 54.0 55.2 56.4 58.5 + 7.0

（帝国データバンク「H29全国社長分析」）
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●「事業承継ネットワーク構築事業」
を２年目以降、自走継続するため
県事業として実施
●会議開催、広報、啓発等について、
県から熊本商工会議所へ業務委託

熊本県事業承継ネットワーク展開図

事業承継ネットワーク構築事業

プッシュ型事業承継支援高度化事業（新規）

Ｈ２９

Ｈ３０

■事業内容
・地域における支援機関のネットワーク化
・中小企業への事業承継診断を通じた事業承継ニーズの掘り起しと、早期・計画的な承継準備の啓発

■国（全国事務局）から本事業を実施する都道府県の地域事務局への委託により実施
■Ｈ２９は熊本県を含め全国で１９都道府県で実施

熊本県事業承継ネットワークの構築
地域事務局 ・・・熊本商工会議所
参加機関 ・・・・・商工団体、金融機関、士業団体、事業引継ぎ支援ｾﾝﾀｰなど ３３団体
取組内容 ・・・・・事業承継診断（重点取り組み） ※１，８６４件の診断実施

連携会議開催、セミナー開催、ＨＰ開設

■事業内容
・事業承継コーディネーター（１名）、ブロックコーディネーター（４名）
を配置
・事業承継診断で掘り起こされた事業承継ニーズに対して、
地域の専門家が個別事業者支援を行う。

■国（全国事務局）から熊本商工会議所への業務委託により実施

発展・高度化
Ｈ２９の取組みを踏まえた個別事業者支援の実施

国

国

継続

本
県
の
取
組
み

本

県

の

年
間
目
標

・事業承継診断７００件 ・個別支援４０者、延べ１２０回
・事業引継ぎ支援センター（Ｍ＆Ａ支援）への繋ぎ１０件
・事業承継計画等の策定支援１０件 ・セミナー開催４回

事業承継加速化推進事業（新規）

県

【Ｈ３０．４月～】

【Ｈ２９．６月～】
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